
「土地に関する統計年報」を基に
した土地の動向に係る分析 

平成26年度更新 



1 地価動向を取り巻く経済情勢の変化 



2 愛知県における土地利用状況の変化 

尾 張 地 域  :  農用地が昭和52年26％⇒平成25年19％に減少。宅地が昭和52年23％⇒平成25年34％に 
            増加。 
西三河地域 :  森林が平成25年時点で全体の52％を占める。農用地が昭和52年20％⇒平成25年14％に 
           減少。宅地が昭和52年8％⇒平成25年13％に増加。 
東三河地域 : 森林が平成25年時点で全体の64％を占める。農用地が昭和52年15％⇒平成25年13％に 
           減少。宅地は昭和52年5％⇒平成25年8％に増加。 
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3 愛知県における個人等による土地売買等の動向 

昭和50年代前半は、7万件を超える件数。 
昭和57年～平成１９年は5万～6万件、平成２１年以降はほぼ５万件で推移。 



4 愛知県における法人における土地売買等の動向 

地価高騰が顕著になった昭和62年には13,548件に大幅に増加、ピーク時の平成2年には17,119件。 
バブル崩壊後は1万件を下回る件数で推移。 
不動産証券化手法の広がりにより、平成14年から増加傾向となり、平成19年には16,631件とバブル期並み 
 の件数となる。平成20年に9,670件に落ち込み、その後、平成25年には15.124件まで回復。 



5 東京圏・大阪圏・愛知県における住宅地地価動向の推移 

住宅地の地価は、土地ブームが終息した昭和50年代前半に下落し、その後、緩やかに上昇。 
昭和62年に、東京圏から地価の急激な上昇が始まり、大阪圏、愛知県の順で上昇。 
地価は各エリアとも平成3年をピークに下落。平成19年に上昇に転じるが、再び下落傾向。 



6 東京圏・大阪圏・愛知県における商業地地価動向の推移 

商業地の地価も同様に、土地ブームが終息した昭和50年代前半に下落し、その後、緩やかに上昇。 
昭和62年に、東京圏から地価の急激な上昇が始まり、大阪圏、愛知県の順で上昇。 
地価は各エリアとも平成3年をピークに下落。平成18年に上昇に転じるが、再び下落傾向。 



7 愛知県における地域別 住宅地地価動向の推移 

昭和60年頃まで、地域別の地価動向に大きな違いはみられない。 
平成元年に、名古屋市を含む尾張地域で地価が急上昇、次いで、西三河地域、東三河地域で上昇。 
バブル崩壊により、平成4年に尾張地域の地価が下落、翌年の平成5年に西三河地域、東三河地域でも 
 下落。 
平成19年には、住宅需要の拡大等によって地価が上昇に転じるが西三河地域以外は再び下落傾向。 



8 愛知県における地域別 商業地地価動向の推移 

昭和62年から、名古屋市を含む尾張地域で地価が大幅に上昇。63年には西三河地域、平成元年には 
 東三河地域の上昇幅が拡大。 
バブル崩壊により、平成4年に尾張地域の地価が下落、翌年の平成5年に西三河地域、東三河地域でも 
 下落。 
平成18年に、尾張地域において地価が上昇に転じ、平成19年、20年には約10％の上昇を示すが、以降、 
 下落傾向。 


